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１ 目的 

本研究の目的は、インターネット上の誹謗中傷を抑止するために、実名公表制（インターネット

上で書き込みをする際、書き込み者の実名が、他の利用者に表示されるようにする制度）を日本で

導入する場合の、①望ましさ、②反対理由、③抑止効果について、(1)筆者らによる全国調査のサン

プルの意見、(2)回答者のどのような属性が関係しているのかを明らかにすることである。                                                                                                                                                                          

２ 方法 

 全国の 6720 人に対し、①(1)リッカート尺度（5件法）によって尋ねた。(2)順序ロジスティック

回帰分析を行った。②(1)「やや望ましくない」「全く望ましくない」を選択した回答者に、その理

由を「表現の自由」「通信の秘密やプライバシー」「その他」から択一で選択させた。(2)「その他」

の回答を除いた上で、2項ロジスティック回帰分析を行った。③(1)リッカート尺度（5件法）によ

って尋ねた。(2)順序ロジスティック回帰分析を行った。                                                                                                                     

３ 結果 

 ①(1)「非常に望ましい」が 22.9%、「やや望ましい」が 23.8%、「どちらとも言えない」が 33.6%、

「やや望ましくない」が 9.6%、「全く望ましくない」が 10.1%であった。(2)10 代に比べて 50 代・

60 代・70 代以上、子なしに比べて子ありは「望ましい」、大学卒業に比べて中学校在学中・「その他

の学歴」、世帯年収 500 万円以上 700 万円未満に比べて世帯年収が分からない層、会社勤務（一般

社員）に比べて無職・「その他の職業」は「望ましくない」と考える傾向が見られた。②(1)「通信

の秘密やプライバシー」が 63.0%、「表現の自由」が 34.0%、「その他」が 3.0%であった。(2)子なし

に比べて子ありは「通信の秘密やプライバシー」、女性に比べて男性、大学卒業に比べて短期大学卒

業・「その他の学歴」は「表現の自由」の侵害を懸念する傾向が見られた。③(1)「強く抑止される」

が 26.6%、「やや抑止される」が 36.2%、「どちらとも言えない」が 28.0%、「あまり抑止されない」

が 5.3%、「全く抑止されない」が 3.9%であった。(2)子なしに比べて子あり、会社勤務（一般社員）

に比べて SOHO・無職は「抑止される」、女性に比べて男性、10 代に比べて 20 代・30 代・40 代、大

学卒業に比べて高等専門学校在学中・短期大学在学中・「その他の学歴」、世帯年収 500 万円以上 700

万円未満に比べて世帯年収 100 万円未満・世帯年収 100 万円以上 200 万円未満・世帯年収 200 万円

以上 300 万円未満・世帯年収が分からない層は「抑止されない」と考える傾向が見られた。                                                                      

４ 結論 

①(1)望ましいという意見が多いことがわかった。(2)年齢、子の有無、学歴、世帯年収、職業が

関係することがわかった。②(1)「通信の秘密やプライバシー」の侵害を懸念する意見が多いことが

わかった。(2)性別、子の有無、学歴が関係することがわかった。③(1)抑止されるという意見が多

いことがわかった。(2)性別、年齢、子の有無、学歴、世帯年収、職業が関係することがわかった。                             
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